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 1990 年代以降の大学改革は，1991 年に大学設置基準が大綱化されたことを契機に始まった
とされるが，その背景として次の 3 点を挙げることができる。 
 第一は，人口構成の変動，とりわけ大学進学該当年齢である 18 歳人口の減少である。1960
年代後半以降，わが国は 18 歳人口の大幅な減少を 2 度経験した。1 度目は第一次ベビーブー
ム世代によって形成された 1966 年のピークからの減少，2 度目は第二次ベビーブーム世代に
よって形成された 1992 年のピークからの減少である。1 度目にはピーク時の 249 万人が 1976
年の 154 万人へと 95 万人減少し，2 度目にはピーク時の 205 万人が 2016 年の 119 万人へと
86 万人減少した。1 度目の減少期には，進学率上昇により，大学・短期大学・高等専門学校に
専門学校（1976 年に発足した専修学校専門課程）を合わせた高等教育機関入学者数が減少す











































らしたものを検証することにある。そこで，序章第 2 節では，1990 年代に至るまでの大学の
格差構造の形成過程を記述する。第 3 節では，格差構造の変化または固定化をもたらしたと考
えられる 1990 年代以降の高等教育政策について概観し，その特徴を示す。格差構造の形成過
程や政策を踏まえて，第 4 節では，本研究の対象と方法を述べる。 
 



































































類型化），高等専門学校（後期中等教育を含めた 5 年程度の一貫教育），大学院（2～3 年程度の
高度の学術の教授，社会人の再教育），研究院（博士の学位を受けるにふさわしい高度の学術
研究を行う者に対し研究修練の場を提供・指導）という種別化・類型化が提言された。  










第 3 節 1990 年代以降の高等教育政策の展開 
 
１．臨時教育審議会答申の具体化 





年に設置され，1987 年に設置期間満了（設置法失効）となるまでに 4 次の答申を行った。大








































討している。大学全体の規模については，すでに 1976 年に高等教育懇談会（1972 年設置）が
報告「高等教育の計画的整備について」を発表し，この報告や工業(場)等制限法にもとづいて
規模抑制政策が続けられていた。これに対し，1984 年には大学設置審議会が報告「昭和 61 年
度以降の高等教育計画の計画的整備について」を発表して「恒常的な定員のほかに期限を限っ
た臨時的な定員の増を認めることと」とし，第二次ベビーブーム世代が大学進学該当年齢とな





 このような中，大学審議会に対する諮問「平成 5 年以降の高等教育計画の策定について」が





さらに大学審議会答申「平成 12 年度以降の高等教育の将来構想について」（1997 年）では，
「計画」ではなく「構想」の語が用いられていることに示されているように，18 歳人口の減少
期において「計画的な整備目標を設定することは必ずしも適当ではない」とした上で，1999


















 遠山プランに示された事項が全て実現したわけではないが，少なくとも，①2002 年以降 13
組の国立大学が統合され，②2003 年に国立大学法人法が成立し，翌年に国立大学が法人化さ
れた。③に関しては，2002 年度に 21 世紀 COE プログラムが創設された。このプログラムに
ついて，同年度には大学院博士課程の専攻等から申請された研究教育拠点形成計画 464 件が審
査され，113 件が採択，総額で 167 億円の研究拠点形成費等補助金が交付された。 
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 21 世紀 COE プログラムは 2007 年度からはグローバル COE プログラムとして継承され，

















































表序-1 運営費交付金の重点支援枠別大学一覧（2017 年度） 
 
 
 なお，1991 年の東京大学法学政治学研究科に始まり 2000 年までに国立大学 12 校の研究科
を部局化した「大学院重点化」や，2017 年度に始まった「指定国立大学法人」は，事実上の
類型化と重点支援に相当する。 
北海道教育 上越教育 和歌山 筑波技術 北海道
室蘭工業 富山 鳥取 東京医科歯科 東北
小樽商科 福井 島根 東京外国語 筑波
帯広畜産 山梨 山口 東京学芸 千葉
旭川医科 信州 徳島 東京芸術 東京
北見工業 岐阜 鳴門教育 東京海洋 東京農工
弘前 静岡 香川 お茶の水女子 東京工業
岩手 浜松医科 愛媛 電気通信 一橋
宮城教育 愛知教育 高知 奈良女子 金沢
秋田 名古屋工業 福岡教育 九州工業 名古屋
山形 豊橋技術科学 佐賀 鹿屋体育 京都
福島 三重 長崎 政策研究 大阪
茨城 滋賀 熊本 総合研究 神戸
宇都宮 滋賀医科 大分 北陸先端科技 岡山
群馬 京都教育 宮崎 奈良先端科技 広島
埼玉 京都工芸繊維 鹿児島 九州
横浜国立 大阪教育 琉球
新潟 兵庫教育





























































第 4 節 研究の対象と方法 
 





































が国において 1980 年代以降なされてきた大学財務研究（矢野・丸山 1988，丸山 1999，濱中・
島 2002，浦田 2010，両角 2010，島 2012，両角 2012，山本 2012，渡部 2012，長谷川・内田








































県）を単位としてみた場合の大学進学率の地域間格差は 1960 年代から 1970 年代初めにかけ













第 3 章では大学院進学を取り上げる。1990 年代は，格差構造の上層に位置する大学を中心
に大学院教育の供給量が拡大した時期でもある。1991 年には大学審議会答申「大学院の量的
































































図 1-1 大学教育費総額と政府支出の推移（当年価格） 
 



































































































院・研究所部門は除く）を示した１）。私立大学の伸びが著しいが，図 1-3 によって 1 校当りで
みると国立大学の伸びが著しい。国立大学は，1990 年代以降，学校数が増加しておらず，む
しろ 2002 年度に始まった統合により減少しているので，1 校当りの経費が上昇している。公
立大学は，1990 年，1994 年，1999 年に山がみられるが，これは 1990 年代に新設が相次ぎ，






























































 図 1-3 大学 1 校当り学校経費（2015 年価格） 
 出典：図 1-2 に同じ。 
 
 そこで，図 1-4 によって学生 1 人当りの学校経費をみると，国私間格差は 1 校当りの場合ほ
どには拡大していない。ただし，公立大学は 2000 年以降減少傾向にあり，学生 1 人当りの経
費は私立大学に近づきつつある。 
 
図 1-4 学生 1 人当り学校経費（設置形態別，2015 年価格） 
出典：図 1-2 に同じ。 
 





































は，学生 1 人当りの政府支出を私立大学を 1 として示している。 
 
 図 1-5 学生 1 人当り政府支出（私立大学＝1） 
出典：図 1-1 に同じ。 
 















2014 年のデータによって国私別の費用（大学在学中の 4 年間）と便益（大学卒業後 65 歳まで）



















表 1-1 大学教育の費用・便益・収益率（2014 年，国私別） 
 
























家計 政府 計 家計 政府 計
直接費用 243 501 744 446 66 512
機会費用 1,024 75 1,099 1,024 75 1,099
便益 6,539 1,245 7,784 6,539 1,245 7,784
便益／費用 5.16 2.16 4.22 4.45 8.80 4.83


































家計 政府 計 家計 政府 計
直接費用 0 744 744 0 512 512
機会費用 1,024 75 1,099 1,024 75 1,099
便益 6,539 1,245 7,784 6,539 1,245 7,784
便益／費用 6.39 1.52 4.22 6.39 2.12 4.83










が集中しており，たとえば浦田（2003）によれば，1998 年度の国立大学歳出決算総額 2 兆 2932
億円のうち，8％が東京大学に，東京大学を含む旧帝国大学に 33％が支出されていた。しかも














    図 1-6 国立大学支出額の格差（1970～2015 年） 
 


























図 1-7 国立大学支出額の格差（最大値を除く） 
  







図 1-8 国立大学支出額変動係数の推移（1958～2015 年） 




















1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015年
25 
 








国立大学を毎年の歳出決算額（2004 年度以降は経常費用総額）によって順位づけし 9），1960  












図 1-7 は，国立大学歳出決算額（2004 年度以降は経常費用合計）の不均等度を示す指標として
のジニ係数の推移を示している。ジニ係数は，国立大学数の増加に伴い，1960 年代から 70 年
代にかけて低下しているが，1980 年代に下げ止まり，1990 年代以降，上昇傾向にある。2015

















図 1-9 国立大学支出額不均等度の推移 













表 1-4 国立大学類型別の経常費用合計（2015 年） 
 
 
各大学類型の 2015 年度の経常費用総額を示すと，表 1-4 の通り大きな格差があるが，この
格差は，法人化以降，特に拡大している。図 1-10 は，類型別の 1 校当り支出額（歳出決算額・









校数 1校当り 教員当り 学生当り
旧帝国大学 7 142,796 47.68 6.98
医学部有(旧) 9 66,217 48.86 5.07
医学部有(新) 26 38,265 51.68 5.95
医学部無(旧) 2 28,375 38.84 3.53
医学部無(新) 42 7,997 31.06 2.21














図 1-10 国立大学 1 校当り支出額（類型別） 
 











































































































（Trow 1984, pp.148-149）。 
 







 図 1-11 は 2001 年以降の公立大学 1 校当り経常費用と私立大学 1 法人当り消費支出（学校会
計基準改正により 2015 年度は事業活動支出）を法人化後の国立大学類型別の 1 校当り経常費














図 1-11 大学 1 校当り経常費用合計(類型別） 
注：私立大学は 1 法人当りの消費支出計。 
 
 公立大学の 1 校当り経常費用は，医歯学部の有無に関わらず，この 15 年間では増加してお
らず，むしろ減少している。消費者物価指数を用いて 2015 年価格に実質化した上で 2015 年
度の経常費用を 2001 年度と比較すると，医歯学部有では 2.3％減，医歯学部無では 10.5％減
となっている。この間，医歯学部が有る公立大学は 9 校で変化はないが，医歯学部が無い公立
大学は 55 校から 77 校にまで増加している。後者について，小規模な大学が増えたことが，1
校当り経常費用が減少した要因である。 


























































































表 1-5 は，法人化初期の段階である 2005 年度とデータが得られる最新年である 2015 年度に
ついて，国立大学の経常費用を主な収益項目に回帰させた結果である。分析のためのデータは，
国立大学については『官報』掲載データを，公立大学と私立大学については東洋経済新報社に
よる「国公立大学財政データ」「私立大学財政データ」を用いた。表 1-6 と表 1-7 では，2015 
 
表 1-5 国立大学法人経常費用の回帰分析 
 
 




B β t 値 B β t 値
定数 79.711 0.307 -667.027 -1.481
運営費交付金収益 1.192 0.571 26.539 *** 1.261 0.408 12.243 ***
学生納付金収益 0.621 0.068 6.255 *** 0.709 0.055 3.640 ***
付属病院収益 0.762 0.215 27.575 *** 0.777 0.263 25.828 ***
受託事業収益 0.619 0.006 0.927 4.112 0.029 2.400 **
補助金等収益 0.960 0.003 0.376 2.152 0.119 7.004 ***




B β t 値 B β t 値
定数 109.258 2.206 ** -38.332 -0.880
運営費交付金収益 0.965 0.581 36.820 *** 1.087 0.669 42.493 ***
学生納付金収益 0.904 0.243 18.056 *** 1.021 0.263 23.496 ***
受託収益合計 3.255 0.204 9.385 *** 0.810 0.045 2.364 **
補助金等収益 0.412 0.012 1.091 1.925 0.060 6.843 ***









部を有する大学が 86 校中 42 校と半数近くを占めるが，公立大学や私立大学では医・歯学部を


















人を含めて算出すると，運営費交付金収益の 1 法人当り平均値は 2010 年が 25.8 億円であった





B β t 値 B β t 値
定数 140.850 1.923 * -11.074 -0.150
経常費等補助金 1.731 0.203 15.339 *** 1.569 0.149 12.747 ***
学生納付金 0.900 0.642 49.945 *** 0.995 0.676 62.522 ***
事業収入 0.965 0.375 62.575 *** 0.881 0.395 69.318 ***



















2010 年度から 5 年間の変化をみる。 
































2005年度構成比 経常収益計 運営費交付金 学生納付金 付属病院 その他
(公私立大学は2010年度) N (億円) 収益 収益 収益
旧帝国大学 7 1,161 47% 11% 22% 20%
国立医学部有(旧) 9 523 42% 16% 33% 9%
国立医学部有(新) 25 309 37% 13% 42% 8%
国立医学部無(旧) 2 251 55% 20% 0% 25%
国立医学部無(新) 42 78 59% 30% 0% 11%
公立医歯学部有 9 339 19% 5% 67% 8%
公立医歯学部無 47 35 56% 32% 0% 12%
帰属収入 補助金 学生納付金 医療収入 その他
私立医歯学部有 35 609 8% 24% 52% 16%
私立医歯学部無 479 79 13% 72% 0% 15%
2015年度構成比 経常収益計 運営費交付金 学生納付金 付属病院 その他
N (億円) 収益 収益 収益
旧帝国大学 7 1,462 33% 8% 26% 33%
国立医学部有(旧) 9 666 31% 11% 43% 16%
国立医学部有(新) 25 386 27% 9% 52% 12%
国立医学部無(旧) 2 285 48% 15% 0% 37%
国立医学部無(新) 42 80 55% 26% 0% 19%
公立医歯学部有 9 355 17% 5% 70% 8%
公立医歯学部無 47 35 55% 34% 0% 11%
帰属収入 補助金 学生納付金 医療収入 その他
私立医歯学部有 35 689 6% 22% 64% 8%
私立医歯学部無 479 80 11% 70% 1% 18%
実質増加率 経常収益計 運営費交付金 学生納付金 付属病院 その他
N (億円) 収益 収益 収益
旧帝国大学 7 26% -12% -8% 52% 103%
国立医学部有(旧) 9 27% -7% -10% 63% 115%
国立医学部有(新) 25 25% -8% -8% 52% 92%
国立医学部無(旧) 2 14% 0% -15% - 67%
国立医学部無(新) 42 3% -4% -8% - 70%
公立医歯学部有 9 5% -6% 5% 9% 5%
公立医歯学部無 47 -1% -3% 5% - -9%
帰属収入 補助金 学生納付金 医療収入 その他
私立医歯学部有 35 13% -15% 4% 39% -43%

















であった。わずかとは言え，この 10 年間に県単位の大学支出額の集中度は高まっている。 
2005年度構成比 経常費用計 教育経費 研究経費 診療経費 教育研究 受託研究・ 人件費 その他
（公私立大学は2010年度） 億円) 支援経費 事業経費
旧帝国大学 1,119 4% 13% 16% 2% 10% 50% 5%
国立医学部有(旧) 515 5% 6% 23% 2% 3% 57% 4%
国立医学部有(新) 299 4% 4% 29% 1% 2% 55% 5%
国立医学部無(旧) 245 8% 16% 0% 6% 10% 55% 6%
国立医学部無(新) 76 10% 7% 0% 4% 5% 69% 5%
公立医歯学部有 330 2% 4% 40% 1% 2% 49% 2%
公立医歯学部無 34 13% 8% 0% 5% 3% 60% 11%
消費支出計(億円) 教育研究経費 人件費 その他
私立医歯学部有 591 42% 48% 10%
私立医歯学部無 75 33% 55% 12%
2015年度構成比 経常費用計 教育経費 研究経費 診療経費 教育研究支援 受託研究・ 人件費 その他
億円) 経費 事業経費
旧帝国大学 1,428 5% 15% 17% 2% 14% 43% 3%
国立医学部有(旧) 662 5% 7% 29% 2% 5% 50% 3%
国立医学部有(新) 382 4% 5% 35% 1% 3% 48% 3%
国立医学部無(旧) 284 10% 14% 0% 6% 14% 51% 6%
国立医学部無(新) 80 14% 8% 0% 4% 5% 63% 5%
公立医歯学部有 353 2% 4% 43% 1% 2% 46% 2%
公立医歯学部無 34 14% 7% 0% 5% 3% 62% 9%
消費支出計(億円) 教育研究経費 人件費 その他
私立医歯学部有 666 48% 46% 6%
私立医歯学部無 76 35% 54% 11%
増加率 経常費用計 教育経費 研究経費 診療経費 教育研究支援 受託研究・ 人件費 その他
億円) 経費 事業経費
旧帝国大学 28% 65% 53% 35% 11% 79% 11% -20%
国立医学部有(旧) 29% 41% 33% 58% 16% 105% 14% -4%
国立医学部有(新) 28% 44% 37% 54% 25% 82% 13% -13%
国立医学部無(旧) 16% 52% -2% 24% 69% 7% 5%
国立医学部無(新) 5% 46% 27% 14% 14% -4% -2%
公立医歯学部有 7% 7% 7% 15% 7% 7% 0% 7%
公立医歯学部無 -1% 5% -7% -8% -7% 3% -15%
消費支出計(億円) 教育研究経費 人件費 その他
私立医歯学部有 13% 28% 7% -28%











 大学支出額は各県の 18 歳人口に比例しているわけではないので，各県の 18 歳人口で調整し
た大学支出額のばらつきも大きく，県民 1 人当り県民所得の変動係数を大きく上回っている。
大学支出額の変動係数は，2004 年度は 0.702 であったので，18 歳人口 1 人当り大学支出額の
（10億円） （千人） 18歳１人当り 県民１人当り 18歳人口に対する
大学支出額 県民所得 大学入学定員 18歳人口 総人口 大学支出額（百万円） 県民所得（百万円） 大学入学定員（％）
全国計 5,217 390,173 588.9 1,180.8 127,298 4.42 3.07 49.9
北海道 175 13,821 18.4 48.8 5,431 3.58 2.55 37.7
青森 28 3,240 3.8 14.0 1,335 2.04 2.43 27.2
岩手 27 3,493 2.5 12.9 1,295 2.07 2.70 19.7
宮城 162 6,651 11.2 22.0 2,328 7.35 2.86 51.0
秋田 25 2,586 2.1 10.0 1,050 2.45 2.46 20.9
山形 27 3,001 2.6 11.3 1,141 2.37 2.63 23.2
福島 35 5,423 3.4 20.9 1,946 1.67 2.79 16.2
茨城 104 9,198 7.0 28.7 2,931 3.62 3.14 24.4
栃木 44 6,463 6.2 19.0 1,986 2.33 3.25 32.5
群馬 55 6,058 6.4 19.6 1,984 2.82 3.05 32.8
埼玉 192 20,647 24.2 64.2 7,222 2.99 2.86 37.7
千葉 179 18,694 22.9 54.0 6,192 3.33 3.02 42.3
東京 1,362 59,959 153.3 102.9 13,300 13.24 4.51 149.1
神奈川 309 26,981 33.5 76.5 9,079 4.04 2.97 43.7
新潟 58 6,449 5.8 22.5 2,330 2.58 2.77 25.6
富山 35 3,399 2.4 10.0 1,076 3.50 3.16 23.4
石川 43 3,446 5.7 11.1 1,159 3.86 2.97 51.2
福井 19 2,261 2.1 8.2 795 2.32 2.85 25.5
山梨 50 2,472 4.3 8.9 847 5.65 2.92 48.4
長野 31 5,759 3.4 21.3 2,122 1.45 2.71 16.0
岐阜 39 5,591 4.7 20.7 2,051 1.91 2.73 22.7
静岡 60 12,382 7.9 35.2 3,723 1.70 3.33 22.4
愛知 324 26,639 39.9 70.8 7,443 4.57 3.58 56.4
三重 28 5,803 3.0 17.9 1,833 1.56 3.17 16.9
滋賀 58 4,635 6.8 13.8 1,416 4.21 3.27 49.3
京都 324 7,784 32.1 23.4 2,617 13.83 2.97 137.3
大阪 387 26,506 49.1 80.8 8,849 4.79 3.00 60.8
兵庫 203 15,651 26.9 53.0 5,558 3.84 2.82 50.7
奈良 46 3,499 4.8 13.9 1,383 3.30 2.53 34.1
和歌山 16 2,758 1.5 10.1 979 1.59 2.82 15.3
鳥取 17 1,350 1.5 5.6 578 3.04 2.34 26.9
島根 16 1,702 1.5 6.9 702 2.35 2.42 21.2
岡山 73 5,404 9.0 18.6 1,930 3.93 2.80 48.7
広島 110 8,689 13.4 27.0 2,840 4.06 3.06 49.7
山口 31 4,436 4.2 13.3 1,420 2.35 3.12 31.6
徳島 29 2,215 2.7 7.3 770 4.01 2.88 36.3
香川 19 2,758 2.5 9.1 985 2.11 2.80 27.5
愛媛 31 3,573 3.5 13.7 1,405 2.26 2.54 25.6
高知 20 1,823 1.9 7.1 745 2.86 2.45 26.4
福岡 213 14,406 25.5 47.5 5,090 4.48 2.83 53.7
佐賀 17 2,110 1.8 9.2 840 1.83 2.51 19.1
長崎 36 3,378 4.0 14.7 1,397 2.46 2.42 27.4
熊本 48 4,363 6.0 18.1 1,801 2.65 2.42 33.0
大分 26 3,016 3.5 11.1 1,178 2.31 2.56 31.3
宮崎 21 2,698 2.6 11.8 1,120 1.77 2.41 21.7
鹿児島 33 4,029 3.7 17.1 1,680 1.94 2.40 21.8
沖縄 34 2,974 4.0 16.8 1,415 2.00 2.10 23.6
変動係数 1.864 1.224 1.880 0.887 0.987 0.711 0.139 0.689










第 2 章 大学進学率の地域間格差 
 









第 1 節 大学進学率の地域間格差の要因 
 
１．高校進学率の特徴 
新制高校への進学率は，制度発足当時には 40％台であり，その後 1980 年代はじめに至るま
でほぼ一貫して上昇し，1982 年には 94.3％に達した。丙午年生まれの学年が高校に進学した
翌年にあたる 1983 年から 85 年にかけて僅かに低下して 1985 年には 93.8％になるが，その後
微増を続け，1996 年に 95.9％，すなわち，ほぼ 96％に達した。以後 20 年間にわたって，こ
の水準を維持している。 
この期間の一例として，2010 年について示すと，同年 3 月中学校卒業者の高校進学率は
96.29％であった。2009 年は 96.34％であったので，前年より僅かに低下しており，同年度か
ら始まった公立高校の授業料無償化が進学率に対しては効果が表れなかったようにもみえる。







かった。1950 年代後半にみられた若干の停滞期を除いて，高校進学率は 1950 年代はじめから
80 年代はじめに至るまで，順調に上昇したのである。しかも，大学進学率とは異なり，当初み
られた県間格差がほぼ一貫して縮小した。1980 年以降，高校進学率最大県と最小県の差（レ
ンジ）は 10％ポイント以内におさまっている。2015 年のレンジは 5.6％ポイントである。 
38 
 
図 2-1 高校進学率と大学進学率の推移 
 
 
図 2-2 高校進学率の都道府県間格差 
 
 






















































 図 2-1 に，1950 年以降の高校進学率と大学進学率（中等教育学校前期課程修了者を含む 3
年前中卒者基準）を示した。四年制大学進学率に短大進学率を加えた大学・短大進学率（同前）
も示している。大学進学率は高校進学率よりも 40～70％ポイントほど低い水準であるが，両
者は，1975 年頃までは平行関係を保っていた。すなわち，1955 年以降 20 年間の高校進学率
と大学進学率は，絶対的な水準は大きく異なるものの，上昇ペースはほぼ等しかった。しかし，
高校進学率が 1975 年以降も上昇を続けたのに対し，大学進学率は 1976 年のピーク（27.3％）
を経て，15 年間ほど続く低下・停滞期に入った。その後，大学進学率は再び上昇し，1990 年
の 24.3％から 2011 年には 51.0％に達した。この年までの上昇期間は，1970 年代後半から 1990
年まで続いた低下・停滞期よりも長い。その後の大学進学率は僅かな増減を繰り返し，2015








































の二つの変数を独立変数，高校進学率を従属変数とした重回帰分析の結果を表 2-1 に示す。 
 
表 2-1 高校進学率の重回帰分析（各年） 
 
高校進学率 決定係数 高校進学率 決定係数
年 （全国） １人当り県民所得　　高校供給量 （R2） 年 （全国） １人当り県民所得　　高校供給量 （R2）
1958 53.7 0.204 ** 0.819 ** 0.907 1988 94.1 0.581 ** 0.349
1959 55.4 0.197 ** 0.817 ** 0.912 1989 94.1 0.553 ** 0.332
1960 57.7 0.176 0.779 ** 0.826 1990 94.4 0.451 ** 0.240
1961 62.3 0.306 ** 0.689 ** 0.828 1991 94.6 0.446 ** 0.236
1962 64.0 0.259 ** 0.762 ** 0.899 1992 95.0 0.402 ** 0.197
1963 66.8 0.242 ** 0.774 ** 0.880 1993 95.3 0.286 * 0.092
1964 69.3 0.209 ** 0.800 ** 0.887 1994 95.7 0.032
1965 70.7 0.265 ** 0.752 ** 0.876 1995 95.8 0.250 * 0.067
1966 72.3 0.846 ** 0.836 1996 95.9 0.066
1967 74.5 0.885 ** 0.800 1997 95.9 0.271 * 0.081
1968 76.8 0.829 ** 0.805 1998 95.9 0.274 * 0.080
1969 79.4 0.904 ** 0.791 1999 95.8 0.331 * 0.111
1970 82.1 0.814 ** 0.787 2000 95.9 0.290 * 0.088
1971 85.0 0.275 ** 0.665 ** 0.753 2001 95.8 0.316 * 0.106
1972 87.2 0.467 ** 0.490 ** 0.725 2002 95.8 -0.246 0.306 * 0.105
1973 89.4 0.509 ** 0.389 ** 0.620 2003 96.1 0.293 * 0.102
1974 90.8 0.390 ** 0.493 ** 0.605 2004 96.3 -0.249 0.071
1975 91.9 0.430 ** 0.455 ** 0.543 2005 96.5 -0.260 0.079
1976 92.6 0.305 * 0.545 ** 0.447 2006 96.5 -0.277 0.247 0.125
1977 93.1 0.310 * 0.498 ** 0.402 2007 96.4 -0.286 * 0.120
1978 93.5 0.367 ** 0.406 ** 0.295 2008 96.4 -0.248 0.096
1979 94.0 0.302 * 0.474 ** 0.331 2009 96.3 -0.334 * 0.239 0.184
1980 94.2 0.267 0.375 ** 0.198 2010 96.3 -0.263 0.288 * 0.139
1981 94.3 0.396 ** 0.149 2011 96.4 -0.242 0.301 * 0.148
1982 94.3 0.277 * 0.076 2012 96.5 0.297 * 0.118
1983 94.0 0.463 ** 0.206 2013 96.5 0.355 * 0.172
1984 93.9 0.430 ** 0.177 2014 96.5 0.308 * 0.112
1985 93.8 0.454 ** 0.192
1986 93.8 0.555 ** 0.298 注：偏回帰係数は，10％水準で有意な場合のみ記載している。




表 2-1の中で最も古い 1958 年についてみると，経済変数も教育システム変数も有意である。
決定係数も高く，この単純なモデルで，高校進学率の分散のかなりの部分が説明できることを
示している。標準化偏回帰係数を比較すると，教育システム変数（高校供給量）は経済変数（1
人当り県見所得）の約 4 倍の大きさである。 
その後の変化をみると，1960 年代後半に経済変数が有意でなくなる。1970 年代には経済変















ば，政府および家計の教育費支出を媒介として，図 2-4 のように結びつくと考えられる。 
 






















































県民所得 県民所得 政府支出 家計支出国公立供給量 私立供給量 県民所得
↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
政府支出 家計支出 国公立供給量私立供給量 進学率 進学率 進学率
年 　 p 1 　 p 2 　 p 3 　 p 4 　 p 5 　 p 6 　 p 7 　 e 1 　 e 2 　 e 3 　 e 4 　 e 5
1961 0.430 ** 0.822 ** 0.357 ** 0.953 ** 0.431 ** 0.573 ** 0.251 ** 0.903 0.569 0.934 0.303 0.324
1962 0.563 ** 0.842 ** 0.369 ** 0.948 ** 0.465 ** 0.607 ** 0.193 ** 0.826 0.540 0.930 0.318 0.245
1963
1964 0.259 † 0.875 ** 0.379 ** 0.941 ** 0.511 ** 0.679 ** 0.120 † 0.966 0.484 0.925 0.338 0.247
1965 0.052 0.880 ** 0.575 ** 0.941 ** 0.502 ** 0.666 ** 0.163 * 0.998 0.475 0.818 0.339 0.277
1966 0.060 0.860 ** 0.540 ** 0.960 ** 0.521 ** 0.735 ** 0.050 0.998 0.510 0.842 0.281 0.321
1967 0.111 0.833 ** 0.602 ** 0.958 ** 0.532 ** 0.699 ** 0.053 0.994 0.553 0.798 0.288 0.352
1968 0.252 † 0.809 ** 0.709 ** 0.939 ** 0.504 ** 0.618 ** 0.120 0.968 0.587 0.705 0.344 0.361
1969 0.325 * 0.781 ** 0.754 ** 0.943 ** 0.536 ** 0.659 ** 0.028 0.946 0.624 0.657 0.335 0.341
1970 0.436 ** 0.769 ** 0.648 ** 0.941 ** 0.514 ** 0.586 ** 0.126 † 0.900 0.640 0.762 0.339 0.332
1971 0.516 ** 0.769 ** 0.574 ** 0.912 ** 0.433 ** 0.506 ** 0.253 ** 0.856 0.639 0.819 0.409 0.396
1972 0.585 ** 0.771 ** 0.386 ** 0.891 ** 0.406 ** 0.429 ** 0.352 ** 0.811 0.636 0.922 0.454 0.448
1973 0.510 ** 0.784 ** 0.335 * 0.923 ** 0.334 ** 0.313 ** 0.488 ** 0.860 0.621 0.942 0.383 0.500
1974 0.429 ** 0.757 ** 0.302 * 0.897 ** 0.419 ** 0.457 ** 0.334 ** 0.903 0.653 0.953 0.443 0.476
1975 0.491 ** 0.742 ** 0.197 0.786 ** 0.428 ** 0.414 ** 0.382 ** 0.871 0.671 0.980 0.618 0.514
1976 0.307 * 0.632 ** 0.203 0.854 ** 0.466 ** 0.555 ** 0.205 * 0.952 0.775 0.979 0.520 0.529
1977 0.301 * 0.745 ** 0.227 0.855 ** 0.476 ** 0.574 ** 0.169 † 0.954 0.666 0.974 0.519 0.507
1978 0.179 0.745 ** 0.315 * 0.861 ** 0.434 ** 0.483 ** 0.243 * 0.984 0.667 0.949 0.509 0.584
1979 -0.040 0.787 ** 0.402 ** 0.871 ** 0.488 ** 0.544 ** 0.182 † 0.999 0.617 0.915 0.491 0.552
1980 -0.222 0.797 ** 0.548 ** 0.832 ** 0.426 ** 0.537 ** 0.127 0.975 0.604 0.836 0.554 0.688
1981 -0.368 ** 0.786 ** 0.692 ** 0.832 ** 0.494 ** 0.524 ** 0.054 0.930 0.618 0.722 0.555 0.736
1982 -0.419 ** 0.768 ** 0.668 ** 0.844 ** 0.351 ** 0.419 * -0.034 0.908 0.640 0.744 0.537 0.875
1983 -0.411 ** 0.774 ** 0.714 ** 0.869 ** 0.593 ** 0.604 ** 0.004 0.912 0.633 0.700 0.495 0.650
1984 -0.393 ** 0.781 ** 0.695 ** 0.857 ** 0.583 ** 0.474 ** 0.127 0.919 0.625 0.719 0.516 0.694
1985 -0.390 ** 0.771 ** 0.708 ** 0.841 ** 0.592 ** 0.512 ** 0.060 0.921 0.637 0.706 0.540 0.688
1986 -0.400 ** 0.754 ** 0.645 ** 0.863 ** 0.660 ** 0.614 ** -0.004 0.917 0.657 0.764 0.505 0.570
1987 -0.465 ** 0.770 ** 0.633 ** 0.834 ** 0.674 ** 0.671 ** -0.071 0.885 0.637 0.775 0.552 0.543
1988 -0.503 ** 0.738 ** 0.636 ** 0.812 ** 0.677 ** 0.712 ** -0.093 0.864 0.675 0.771 0.584 0.500
1989 -0.507 ** 0.698 ** 0.612 ** 0.849 ** 0.665 ** 0.692 ** -0.119 0.862 0.716 0.791 0.528 0.531
1990 -0.486 ** 0.693 ** 0.620 ** 0.886 ** 0.598 ** 0.637 ** -0.148 0.874 0.720 0.785 0.464 0.647
1991 -0.476 ** 0.639 ** 0.586 ** 0.878 ** 0.597 ** 0.595 ** -0.103 0.879 0.769 0.810 0.477 0.652
1992 -0.506 ** 0.602 ** 0.621 ** 0.887 ** 0.562 ** 0.569 ** -0.107 0.863 0.799 0.784 0.463 0.695
1993 -0.462 ** 0.582 ** 0.584 ** 0.865 ** 0.437 ** 0.420 ** -0.054 0.887 0.813 0.812 0.501 0.830
1994 -0.470 ** 0.577 ** 0.638 ** 0.884 ** 0.309 * 0.276 † 0.011 0.883 0.817 0.770 0.467 0.924
1995 -0.374 ** 0.571 ** 0.579 ** 0.857 ** 0.441 ** 0.357 * 0.004 0.927 0.821 0.815 0.515 0.843
1996 -0.385 ** 0.563 ** 0.606 ** 0.879 ** 0.418 ** 0.348 * -0.055 0.923 0.826 0.795 0.476 0.862
1997 -0.412 ** 0.505 ** 0.687 ** 0.878 ** 0.534 ** 0.358 ** 0.028 0.912 0.863 0.727 0.477 0.796
1998 -0.352 ** 0.530 ** 0.641 ** 0.873 ** 0.503 ** 0.355 ** 0.007 0.936 0.848 0.767 0.487 0.811
1999 -0.395 ** 0.538 ** 0.662 ** 0.872 ** 0.554 ** 0.418 ** 0.037 0.919 0.843 0.750 0.489 0.755
2000 -0.391 ** 0.541 ** 0.655 ** 0.875 ** 0.525 ** 0.379 ** 0.030 0.920 0.841 0.756 0.485 0.791
2001 -0.355 ** 0.511 ** 0.717 ** 0.878 ** 0.614 ** 0.408 ** 0.061 0.935 0.860 0.697 0.479 0.712
2002 -0.354 * 0.535 ** 0.680 ** 0.895 ** 0.598 ** 0.438 ** -0.080 0.935 0.845 0.733 0.445 0.718
2003 -0.419 ** 0.505 ** 0.631 ** 0.878 ** 0.549 ** 0.384 ** -0.097 0.908 0.863 0.776 0.477 0.772
2004 -0.420 ** 0.508 ** 0.629 ** 0.876 ** 0.566 ** 0.263 * -0.048 0.907 0.861 0.777 0.483 0.800
2005 -0.346 * 0.500 ** 0.624 ** 0.805 ** 0.465 ** 0.228 -0.095 0.938 0.866 0.781 0.593 0.860
2006 -0.404 ** 0.521 ** 0.625 ** 0.779 ** 0.505 ** 0.311 * -0.116 0.915 0.854 0.780 0.628 0.817
2007 -0.456 ** 0.518 ** 0.653 ** 0.838 ** 0.526 ** 0.345 ** -0.127 0.890 0.855 0.758 0.547 0.796
2008 -0.345 * 0.530 ** 0.573 ** 0.847 ** 0.481 ** 0.358 ** -0.125 0.939 0.848 0.819 0.532 0.819










 以上の変数を用い，県別データが得られる最も古い時点である 1961 年から公立高校授業料
無償化が実施される前年である 2009 年までの各年度（前年度の私立高校県別支出データが得 
られない 1963 年度を除く）について，図 2-4 のモデルによるパス解析を行った 3)。各年度に
ついて推定されたパス係数（標準化推定値，最尤法による）は表 2-2 に示す通りである 4)。こ
の表 2-2 から，高校生徒数のピークとボトムという点で区切りとなった年のパス係数を抽出し
て示しているのが表 2-3 である。 
 
表 2-3 高校進学率のパス解析（初期段階と生徒数ピーク期・ボトム期および最近年） 
 
 
表 2-3 によって初期段階としての 1961 年についてみると，県民所得が高校教育費政府支出
と家計支出にプラスの影響を及ぼし，両支出が国公立高校供給量と私立高校供給量のそれぞれ






県民所得 県民所得 政府支出 家計支出
↓ ↓ ↓ ↓
政府支出 家計支出 国公立供給量 私立供給量
　 p 1 　 p 2 　 p 3 　 p 4
1961年 0.430 ** 0.822 ** 0.357 ** 0.953 **
1965年(第1次ピーク) 0.052 0.880 ** 0.575 ** 0.941 **
1972年（ボトム） 0.585 ** 0.771 ** 0.386 ** 0.891 **
1989年(第2次ピーク) -0.507 ** 0.698 ** 0.612 ** 0.849 **




　 p 5 　 p 6 　 p 7
1961年 0.431 ** 0.573 ** 0.251 **
1965年(第1次ピーク) 0.502 ** 0.666 ** 0.163 *
1972年（ボトム） 0.406 ** 0.429 ** 0.352 **
1989年(第2次ピーク) 0.665 ** 0.692 ** -0.119 *5％有意，













り大きい（レンジ 32.5%ポイント，四分位範囲 10.3%ポイント）。 
1965 年に最初のピーク（507 万人）に達した高校生徒数は，1972 年まで減少を続ける。1972





掛け合わせて合算したもの；p1p3p5＋p2p4p6＋p7）は，1961 年や 62 年と同等の高い水準にあ





















ークの時期までの各年（1972～1989 年）について表 2-2 をみると，県民所得が高校教育費政








図 2-5 高校進学率に対する県民所得の直接効果と総合効果 
 
 





















































表 2-3 に戻ろう。分析対象期間の中での最新時点である 2009 年は，1989 年とほぼ同様であ
るが，表 2-3 に示した年の中では唯一，国公立高校供給量が高校進学率に及ぼす影響が，私立
高校供給量が高校進学率に及ぼす影響を上回っている。この二つの供給量が進学率に及ぼす影




































率のパス解析を試みた（年次は 2015 年度，県民所得と大学教育費政府支出・家計支出は 1 年
ラグ）。分析に用いた変数のうち，国公立大学供給量と私立大学供給量は，国公立大学，私立
















































































図 2-9 自県大学進学率と他県大学進学率のパス解析（2015 年） 
 
 








































 なお，表 2-4 に大学進学率と自県・他県大学率について，国公立大学供給量・私立大学供給
量・県民所得の直接効果と県民所得の総合効果を全体と男女別に示した。いずれも本節で用い
たパスモデルによる推定結果であり，県民所得が大学教育費政府支出・家計支出を経て国公立
大学・私立大学供給量に及ぼす効果については，図 2-8 と同様であるので省略している。 






表 2-4 進学率および自県・他県進学率に対する大学教育供給量と県民所得の効果  
      （男女別パス解析結果，2015 年） 
 
 
国公立供給量 私立供給量 県民所得 県民所得
効果の対象 直接効果 直接効果 直接効果 総合効果
全体 -0.068 0.646 ** 0.300 ** 0.649
大学進学率 男 -0.120 0.607 ** 0.288 ** 0.609
女 -0.006 0.661 ** 0.301 ** 0.666
全体 -0.003 0.834 ** -0.012 0.449
自県進学率 男 -0.070 0.809 ** -0.020 0.419
女 0.066 0.829 ** -0.002 0.465
全体 -0.067 -0.392 * 0.331 * 0.106
他県進学率 男 -0.037 -0.361 * 0.315 † 0.111


















図 2-10 18 歳人口と高等教育機関入学者数の推移（1951～2015 年） 
 
 
序章で述べたように，また，図 2-10 にも示されているように，1960 年代後半以降，わが国
は 18 歳人口の大幅な減少を 2 度経験した。このような変動に対して，高等教育入学者数（当
初は大学・短期大学，1962 年から高等専門学校，さらに 1976 年から専修学校専門課程すなわ
ち専門学校が加わる）は，1967 年から 76 年の 18 歳人口減少期にも増加を続けた。この期






















































































































1993 年からの 18 歳人口減少期には，最初の年は過年度高卒者（いわゆる浪人）を吸収し
たこともあって，高等教育入学者数は減少しなかったが，94 年以降 2001 年までは，18 歳人
口に歩調を合わせる形で減少を続けた。 
2010 年以降，18 歳人口の減少ペースは緩やかになり，2010 年，2013 年，2015 年，そ
して 2017 年の 18 歳人口は，前年より増加する。しかし 2018 年以降は，2025 年，2026 年，
2029 年を除いて，前年からの増加は期待できない。2020 年の 18 歳人口は 116.7 万人（2015 
年比で 2.8％減少），2030 年は 105.5 万人（同 12.1％減少）と推計される。 
 
２．2030 年までの高等教育需要 
このような 18 歳人口の推移からは，2030 年までの高等教育需要は現状とはそれほど大きく
は変わらないとも考えられる。将来の進学率が現状（2015 年）の進学率（大学 51.5％，短大
5.1％，高専 0.9％，専門学校 22.4％，計 79.8％）と変わらないものとして 2030 年までの各高
等教育機関への入学者数を推計した結果を表 2-5 に示した。この推計方法では，各高等教育機
関入学者数の増減率は前節で述べた 18 歳人口の増減率と一致する。高等教育計についても同
様で，2020 年は現状より 2.8％少ない 93.2 万人，2030 年は 12.1％少ない 84.2 万人と推計
される。 
ここで，2017 年から 2020 年までの 4 年分の大学入学者数推計値を合計すると 242.8 万人
である。この値は，2020 年の学士課程在学者数にほぼ等しいということができる。2010 年
から 2013 年までの入学者数を同様に合計すると 245.2 万人であり，これを 2013 年時点の在 
 
表 2-5 高等教育機関入学者数推計値 
  
18歳人口
年 (万人) 大学 短大 高専 専門学校 高等教育計
2015 120.0 61.8 6.1 1.1 26.9 95.8
2016 119.0 61.3 6.1 1.1 26.6 95.0
2017 119.8 61.7 6.1 1.1 26.8 95.7
2018 118.0 60.7 6.0 1.1 26.4 94.2
2019 117.5 60.5 6.0 1.1 26.3 93.8
2020 116.7 60.0 5.9 1.1 26.1 93.2
2021 114.0 58.7 5.8 1.0 25.5 91.0
2022 112.2 57.7 5.7 1.0 25.1 89.6
2023 109.7 56.5 5.6 1.0 24.6 87.6
2024 106.2 54.6 5.4 1.0 23.8 84.8
2025 108.9 56.0 5.5 1.0 24.4 86.9
2026 109.1 56.1 5.5 1.0 24.4 87.1
2027 108.3 55.7 5.5 1.0 24.2 86.5
2028 104.4 53.7 5.3 1.0 23.4 83.4
2029 105.6 54.3 5.4 1.0 23.6 84.3




学者数とみなすと，2020 年時点の在学者数は 2013 年よりも 2.3 万人（0.9％）少ないことに
なる。 
国立大学と私立大学の在学者数のいずれもが 0.9％減少するとすれば，それぞれの経常収
益・帰属収入 9）に占める学生納付金の比率（2013 年度は国立 12.0％，私立 76.9％）を考慮す
ると，2020 年の国立大学経常収益は 0.1％，私立大学帰属収入は 0.7％，2013 年よりも減少
することになる。 
2020 年の収益・収入減は軽微といえるが，2030 年になると在学者数は 2013 年より 11.1％
減少し，国立大学経常収益は 1.3％，私立大学帰属収入は 8.5％減少すると推計される。つまり，
2020 年までの高等教育入学者数の減少は緩やかであり，たとえば私立大学財務に対する影響
















実際に，これまでの 18 歳人口（x 万人）と大学進学率（y％）の間にどのような関係がみ
られるかを，1993～2015 年すなわち 18 歳人口減少期である 23 年間のデータを用い，回帰分
析によって推定すると 
y ＝－ 0.321x ＋ 88.8（決定係数＝ 0.989） 
という関係式が得られる。 
この式の x に将来の 18 歳人口を代入することにより，将来の大学進学率を推計することが
できる。推計結果は表 2-6 に示す。この推計結果によれば，すなわち 18 歳人口の減少に対応
して，これまでの傾向と同程度に大学進学率が上昇するならば，2030 年は 2015 年より約
3.5 ％ポイント上昇する。その時大学入学者数は 58.0 万人であり，2027 年から 2030 年まで 
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表 2-6 大学進学率と大学入学者数の推計 
 
 






表 2-7 都道府県別大学進学率推計式 
 
大学進学率 進学者数 大学進学率 進学者数
年 (％) （万人) 年 (％) （万人)
2015 51.5 61.8 2023 53.6 58.9
2016 50.7 60.3 2024 54.8 58.2
2017 50.4 60.4 2025 53.9 58.7
2018 51.0 60.2 2026 53.9 58.7
2019 51.1 60.1 2027 54.1 58.6
2020 51.4 60.0 2028 55.3 57.8
2021 52.3 59.6 2029 55.0 58.0
2022 52.8 59.3 2030 55.0 58.0
 注：2015年は実測値。
定数(a) 係数(b) 決定係数 定数(a) 係数(b) 決定係数
北海道 69.6 -0.580 0.992 滋賀 97.4 -3.481 0.985
青森 59.7 -1.682 0.992 京都 106.2 -1.849 0.978
岩手 56.8 -1.649 0.989 大阪 85.2 -0.421 0.914
宮城 87.0 -1.825 0.981 兵庫 88.2 -0.662 0.981
秋田 60.9 -2.236 0.981 奈良 93.9 -2.786 0.973
山形 71.4 -2.651 0.965 和歌山 73.5 -2.794 0.945
福島 67.1 -1.363 0.965 鳥取 59.5 -3.469 0.909
茨城 95.4 -1.500 0.991 島根 57.1 -2.443 0.954
栃木 82.3 -1.704 0.980 岡山 68.3 -1.129 0.968
群馬 81.9 -1.822 0.981 広島 85.7 -1.179 0.986
埼玉 91.1 -0.654 0.935 山口 48.5 -0.824 0.930
千葉 86.5 -0.670 0.957 徳島 68.6 -2.956 0.892
東京 130.7 -0.601 0.916 香川 69.7 -2.287 0.968
神奈川 89.4 -0.504 0.899 愛媛 63.3 -1.300 0.973
新潟 76.3 -1.423 0.980 高知 65.0 -3.451 0.966
富山 61.8 -1.671 0.958 福岡 75.4 -0.597 0.982
石川 70.4 -2.078 0.945 佐賀 61.6 -2.433 0.941
福井 76.3 -3.524 0.963 長崎 55.0 -1.129 0.978
山梨 121.2 -7.258 0.963 熊本 68.1 -1.535 0.982
長野 79.6 -1.682 0.969 大分 51.7 -1.245 0.937
岐阜 75.2 -1.417 0.981 宮崎 56.0 -1.673 0.984
静岡 81.2 -0.915 0.990 鹿児島 56.4 -1.189 0.952
愛知 90.4 -0.566 0.955 沖縄 93.3 -3.299 0.932












表 2-7 に示された各県の回帰式（係数と定数項）にもとづき，2030 年までの 18 歳人口を
用いて大学進学率を推計した。各県の大学進学率推計値は表 2-8 に，それを用いて算出した大
学進学者数推計値は表 2-9 に示した。さらに表 2-10 では，2015 年度の出身高校の所在地県別
大学入学者数（学校基本調査）データから各県の大学入学者数を推計した 12）。表 2-9 と表 2-10
の違いは，表 2-9 は出身高校所在地からみた大学進学者数，表 2-10 は大学所在地からみた大
学入学者数である点である。 
 
表 2-8 都道府県別大学進学率推計値 
 
  
2015年 2020年 2025年 2030年 2015年 2020年 2025年 2030年
北海道 41.6 43.0 45.2 46.9 滋賀 47.5 46.8 49.1 51.1
青森 36.3 38.9 42.3 43.8 京都 64.4 62.6 65.6 68.2
岩手 35.5 37.1 39.5 41.5 大阪 55.4 50.7 53.8 54.2
宮城 46.0 47.7 50.7 53.8 兵庫 54.6 53.6 55.7 57.0
秋田 37.5 41.6 43.7 46.1 奈良 58.3 56.5 60.5 64.8
山形 38.8 43.3 46.4 49.0 和歌山 41.8 47.5 51.3 52.7
福島 37.8 42.0 45.7 47.0 鳥取 38.1 40.8 42.1 42.5
茨城 51.2 53.3 56.9 60.7 島根 39.6 41.3 42.3 43.5
栃木 48.2 50.2 52.7 55.2 岡山 46.0 47.3 49.0 49.7
群馬 46.0 46.6 50.1 53.8 広島 53.4 54.0 55.8 55.9
埼玉 51.1 48.3 50.0 53.3 山口 37.8 38.0 39.0 39.4
千葉 52.6 49.7 50.8 53.0 徳島 43.2 48.3 50.5 51.3
東京 72.8 67.9 71.4 66.8 香川 47.7 48.5 50.0 50.8
神奈川 54.9 49.5 50.3 51.2 愛媛 44.7 46.5 48.0 48.6
新潟 41.8 46.2 49.0 51.2 高知 40.8 42.3 44.9 46.9
富山 44.6 44.9 46.8 48.7 福岡 47.4 47.1 48.1 47.9
石川 48.3 47.3 49.2 50.5 佐賀 39.1 40.1 42.5 43.2
福井 46.9 48.8 50.7 52.6 長崎 36.9 39.9 41.3 41.8
山梨 56.2 63.0 69.4 74.8 熊本 40.6 42.1 43.3 43.4
長野 42.9 44.6 47.8 51.2 大分 36.8 38.4 39.1 39.4
岐阜 45.5 46.8 49.0 51.5 宮崎 36.4 37.7 38.9 39.1
静岡 48.4 49.1 51.2 52.8 鹿児島 35.1 37.4 38.4 38.4
愛知 52.3 49.3 51.1 51.5 沖縄 37.3 37.4 38.5 37.3




表 2-9 都道府県別大学進学者数推計値 
 
 
表 2-10 都道府県別大学入学者数推計値 
 
2015年 2020年 2025年 2030年 2030/2015 2015年 2020年 2025年 2030年 2030/2015
北海道 20.3 19.7 19.0 18.3 0.90 滋賀 6.8 6.8 6.8 6.8 1.01
青森 5.0 4.8 4.4 4.1 0.82 京都 15.6 14.8 14.4 14.0 0.90
岩手 4.5 4.4 4.1 3.9 0.85 大阪 46.2 41.5 40.1 39.9 0.86
宮城 10.1 10.3 10.1 9.8 0.97 兵庫 29.3 28.0 27.4 26.9 0.92
秋田 3.7 3.6 3.4 3.1 0.83 奈良 8.1 7.6 7.3 6.8 0.83
山形 4.4 4.6 4.4 4.1 0.94 和歌山 4.3 4.4 4.1 3.9 0.92
福島 7.7 7.7 7.2 6.9 0.91 鳥取 2.2 2.2 2.1 2.1 0.96
茨城 14.9 14.9 14.6 14.0 0.94 島根 2.7 2.7 2.6 2.4 0.90
栃木 9.2 9.5 9.2 8.8 0.96 岡山 8.8 8.8 8.4 8.2 0.93
群馬 9.2 9.0 8.8 8.3 0.90 広島 14.7 14.5 14.2 14.1 0.96
埼玉 33.9 31.6 31.4 30.8 0.91 山口 5.0 4.9 4.5 4.4 0.87
千葉 29.2 27.3 27.1 26.5 0.91 徳島 3.1 3.3 3.1 3.0 0.97
東京 76.3 70.9 70.5 71.0 0.93 香川 4.4 4.5 4.3 4.2 0.95
神奈川 43.0 39.2 39.0 38.8 0.90 愛媛 6.2 6.0 5.7 5.5 0.89
新潟 9.6 9.8 9.4 9.0 0.94 高知 2.9 2.8 2.6 2.5 0.85
富山 4.6 4.5 4.2 3.8 0.83 福岡 22.8 22.3 22.0 22.1 0.97
石川 5.5 5.2 5.0 4.8 0.88 佐賀 3.6 3.5 3.3 3.3 0.92
福井 3.9 3.8 3.7 3.5 0.91 長崎 5.4 5.4 5.0 4.9 0.90
山梨 4.9 5.1 5.0 4.8 0.97 熊本 7.4 7.1 7.0 7.0 0.95
長野 9.1 9.3 9.0 8.6 0.95 大分 4.2 4.1 4.0 3.9 0.94
岐阜 9.6 9.4 9.1 8.6 0.90 宮崎 4.3 4.1 4.0 3.9 0.92
静岡 17.4 17.2 16.8 16.4 0.94 鹿児島 6.0 6.0 5.8 5.8 0.97
愛知 37.9 35.8 35.5 35.4 0.93 沖縄 6.4 6.3 6.4 6.3 0.98
三重 8.1 8.2 8.0 7.7 0.95 全国 617.5 599.9 587.0 580.1 0.94
注：単位千人、2015年は実測値（表2-10も同様）。
2015年 2020年 2025年 2030年 2030/2015 2015年 2020年 2025年 2030年 2030/2015
北海道 18.8 18.3 17.7 17.1 0.91 滋賀 7.3 7.1 7.0 6.9 0.94
青森 3.2 3.2 2.9 2.8 0.86 京都 33.7 32.5 31.7 31.2 0.93
岩手 2.5 2.5 2.4 2.3 0.89 大阪 52.2 49.4 47.9 47.4 0.91
宮城 11.6 11.6 11.2 10.8 0.94 兵庫 27.0 26.2 25.5 25.2 0.93
秋田 2.1 2.1 2.0 1.9 0.89 奈良 5.1 4.8 4.7 4.6 0.89
山形 2.7 2.8 2.7 2.5 0.93 和歌山 1.6 1.5 1.5 1.4 0.90
福島 3.3 3.3 3.1 3.0 0.93 鳥取 1.6 1.5 1.5 1.4 0.93
茨城 7.4 7.3 7.1 7.0 0.95 島根 1.5 1.5 1.5 1.4 0.94
栃木 4.8 4.8 4.7 4.5 0.95 岡山 9.0 9.0 8.6 8.5 0.94
群馬 6.6 6.6 6.4 6.3 0.95 広島 13.2 13.1 12.7 12.6 0.95
埼玉 31.4 30.4 30.0 29.6 0.94 山口 4.5 4.6 4.5 4.5 1.00
千葉 25.8 24.9 24.6 24.3 0.94 徳島 2.7 2.7 2.6 2.5 0.94
東京 148.7 142.9 141.3 140.7 0.95 香川 2.1 2.1 2.0 2.0 0.94
神奈川 48.6 46.5 45.9 45.6 0.94 愛媛 3.6 3.6 3.4 3.3 0.92
新潟 6.1 6.2 6.0 5.7 0.94 高知 2.1 2.0 1.9 1.9 0.91
富山 2.4 2.4 2.2 2.1 0.90 福岡 25.7 25.6 25.0 25.1 0.98
石川 5.9 5.8 5.5 5.3 0.90 佐賀 1.8 1.8 1.7 1.7 0.95
福井 2.2 2.2 2.1 2.0 0.92 長崎 3.8 3.8 3.6 3.6 0.95
山梨 4.3 4.3 4.2 4.1 0.96 熊本 6.1 5.9 5.8 5.8 0.95
長野 3.5 3.5 3.4 3.3 0.96 大分 2.9 3.0 2.9 3.0 1.03
岐阜 4.6 4.5 4.4 4.3 0.95 宮崎 2.5 2.4 2.3 2.3 0.94
静岡 8.1 8.0 7.9 7.7 0.95 鹿児島 3.6 3.6 3.5 3.5 0.99
愛知 42.1 40.7 40.1 39.7 0.94 沖縄 4.2 4.2 4.2 4.2 0.98
三重 3.2 3.3 3.2 3.1 0.97 全国 617.5 599.9 587.0 580.1 0.94
58 
 
図 2-11 大学進学率の都道府県間格差（将来見通し） 
 
注：2015 年までは実測値，2016 年以降は推計値。 
 
図 2-11 では，各県大学進学率の推計結果（表 2-10）を集約し，五数（進学率最大値，最小








県別に推計した大学進学者数を全国 11 のブロックに集約し，5 年ごとに示したものである 13）。














































年度 2015 2020 2025 2030 2015 2020 2025 2030
北海道 4.9 4.6 4.2 3.9 (0.80) 2.0 2.0 1.9 1.8 (0.90)
東北 9.0 8.4 7.4 6.7 (0.74) 3.5 3.5 3.4 3.2 (0.90)
北関東 6.8 6.6 6.1 5.5 (0.80) 3.3 3.3 3.3 3.1 (0.93)
首都圏 30.5 30.5 29.3 29.0 (0.95) 18.2 16.9 16.8 16.7 (0.92)
甲信越 5.3 5.0 4.5 4.1 (0.77) 2.4 2.4 2.3 2.2 (0.95)
北陸 3.0 2.9 2.6 2.4 (0.81) 1.4 1.4 1.3 1.2 (0.87)
東海 14.8 14.5 13.7 13.2 (0.89) 7.3 7.1 6.9 6.8 (0.93)
近畿 20.0 19.5 18.0 17.3 (0.86) 11.0 10.3 10.0 9.8 (0.89)
中国 7.2 7.0 6.5 6.3 (0.88) 3.3 3.3 3.2 3.1 (0.94)
四国 3.7 3.6 3.2 3.1 (0.82) 1.7 1.7 1.6 1.5 (0.91)
九州 14.8 14.1 13.4 13.4 (0.91) 6.0 5.9 5.7 5.7 (0.95)




   年度 2015 2020 2025 2030 定員2015 2015 2020 2025 2030
北海道 18.8 18.3 17.7 17.1 18.4 102.2 99.4 96.1 93.2
東北 25.4 25.4 24.3 23.4 25.7 99.1 99.1 94.8 91.0
北関東 18.7 18.7 18.2 17.7 19.6 95.5 95.4 93.0 90.5
首都圏 254.4 244.7 241.8 240.3 233.8 108.8 104.6 103.4 102.8
甲信越 13.9 14.0 13.6 13.2 13.4 103.1 103.9 100.9 98.0
北陸 10.5 10.3 9.9 9.5 10.1 103.6 101.7 97.7 93.9
東海 58.0 56.5 55.6 54.9 55.5 104.6 101.9 100.2 98.9
近畿 127.1 121.6 118.2 116.7 121.2 104.8 100.3 97.5 96.3
中国 29.8 29.7 28.7 28.5 29.6 100.6 100.4 97.0 96.1
四国 10.4 10.4 9.9 9.7 10.5 99.1 98.7 94.1 91.8
九州 50.5 50.2 49.1 49.1 51.0 98.9 98.4 96.2 96.3





 表 2-12 によれば，現状（2015 年）において東北・北関東・四国・九州の各ブロックの大学















表 2-13 私立大学入学者数推計値（地域ブロック別） 
 
 
 表 2-13 によれば，現状（2015 年度）において東北・中国・四国・九州の各ブロックの大学
入学者数が供給量を下回っている。さらに 2020 年度までには北海道，2025 年度までには北関
東・甲信越・北陸・近畿，2030 年度までには東海においても，入学定員充足率が 100％を下回
ると推計される。 
 表 2-12 と同様に表 2-13 についてもブロック別入学定員充足率のレンジを算出すると，2015
私立大学入学者数（千人） 私大入学 私立大学入学定員充足率（％）
   年度 2015 2020 2025 2030 定員2015 2015 2020 2025 2030
北海道 11.8 11.5 11.1 10.7 11.7 100.7 97.8 94.5 91.6
東北 13.5 13.6 13.0 12.5 14.3 94.7 95.2 91.2 87.5
北関東 10.8 10.9 10.6 10.3 10.6 101.3 102.0 99.5 96.6
首都圏 234.7 225.7 223.0 221.0 216.8 108.2 104.1 102.9 101.9
甲信越 6.4 6.5 6.4 6.2 6.4 100.8 102.3 99.6 96.7
北陸 4.8 4.7 4.5 4.4 4.7 102.1 100.3 96.1 92.2
東海 45.8 44.7 43.9 43.3 43.9 104.4 101.8 100.1 98.7
近畿 106.5 101.9 99.0 97.6 101.5 104.9 100.4 97.6 96.2
中国 17.0 17.1 16.6 16.5 17.6 96.9 97.6 94.5 93.8
四国 3.6 3.6 3.4 3.3 4.1 88.6 89.2 84.7 82.4
九州 30.9 31.0 30.4 30.4 32.3 95.9 95.9 94.1 94.2
計 485.9 471.1 462.0 456.2 463.8 104.8 101.6 99.6 98.4
61 
 
年 19.8％ポイント，2020 年 14.9％ポイント，2025 年 18.2％ポイント，2030 年 19.6％ポイン








上述したように，表 2-13 の推計は各県の大学入学者数の設置形態別比率が 2015 年度と同じ
であることを想定している。この推計は，今後の大学進学者の減少の中で，国公立大学も私立
大学も同様に入学者を減少させることを見込んだものである。この推計では，国公立大学でも
入学定員充足率（2015 年度は国立大学 105％，公立大学 107％）が 100％を下回る事態が生じ
る。 
しかし，学費などの点で有利な国公立大学への入学者が，現状よりも減少しない場合もあり
得る。その場合の 2030 年度の私立大学入学定員充足率を示しているのが表 2-14 の「国公立大





表 2-14 私立大学入学定員充足率（2030 年度推計値，％） 
 
 
他方，「国公立大学定員通り」の列に示すように，国公立大学の 2030 年度入学者数が 2015
年度入学定員と同数になるまで減少し，減少分が私立大学に入学すれば，私立大学の入学定員
国公私立大学 国公立大学 国公立大学 東京減少・
同様に減少 減少せず 定員通り 県内増加
北海道 91.6 90.6 93.4 93.2
東北 87.5 85.7 87.1 89.8
北関東 96.6 89.0 95.0 99.6
首都圏 101.9 100.6 101.3 100.2
甲信越 96.7 87.1 94.7 100.2
北陸 92.2 88.1 93.7 94.7
東海 98.7 96.1 97.5 100.2
近畿 96.2 97.1 97.9 97.2
中国 93.8 86.2 90.3 95.5
四国 82.4 72.4 81.5 86.1
九州 94.2 86.0 88.4 96.0













率は平均 10.4％（最大は茨城の 32.2％，最小は滋賀の 1.7％）であり，出身県内の私立大学に
入学した比率は平均 20.6％（最大は愛知の 62.1％，最小は島根・高知の 0％）である。これら






2015 年度の 18 歳人口は 120 万人であり，これが 2030 年度には 105 万人になる。この間，
2023 年度には 110 万人を割り込むなど，18 歳人口は大きく減少するように思われている。し
かし，2015～2030 年度の 15 年間の平均減少率（幾何平均）は 0.9％であり，平均すれば年 1％
弱ずつ減少するに過ぎない。この前の 15 年間（2000～2015 年度）の 18 歳人口の平均減少率
は 1.5％，次の 15 年間（2030～2045 年度）は 2.2％である。つまり，向こう 15 年間の 18 歳
人口の減少は，その後の 15 年間に比べると緩やかなのであり，2017 年度，2025 年度，2026
年度など，前年度より増加が見込まれる年もある。 
その後の 15 年間，すなわち 2030 年代以降は 18 歳人口の減少速度が速くなる。国立社会保
障・人口問題研究所「日本の将来人口推計」（平成 29 年推計，出生中位・死亡中位）によれば，
2030 年度以降に 18 歳人口が前年度より増加のは 2034 年度以外にはない。2045 年度の 18 歳

























第 3 章 大学院拡大の中での進学格差 
 
 1990 年代以降は，大学審議会答申「大学院の量的整備について」（大学審議会 1991f）をは
じめとする政策に牽引されて大学院も拡大した。大学院学生数は，1990 年の 9.0 万人が 2015











された。翌年には 11 校，翌々年には 8 校の私立大学に修士課程が設置される。1953 年には，
国立大学 12 校に修士課程が設置され，すでに修士課程が設置されていた私立大学には博士課
程が設置された。この年までに，大学院を置く大学は国公私立大学あわせて 45 校となった。
この間，新制大学院学生数は 189 名から 5,814 名まで増加したが，1961 年度までは旧制大学
院にも在籍者がいたので，これを合わせると，大学院学生数は 1953 年の時点で 1 万人を超え











































年までに大学院学生数を現状（1991 年時点で 9 万 8650 人）の 2 倍程度にするという目標を設
定した。過大な目標と思われたが，大学院学生数は 2000 年に 20 万人を超え，量的目標は達成
された。2002 年には学校教育法が改正され，翌年から専門職大学院制度が発足した。専門職
大学院の中でも大きな部分を占めることになる法科大学院は 2004 年の発足である。 
前後して，大学院重点化（2000 年度までに国立大学 12 校の大学院研究科の部局化が終了）




大学院教育」（2011 年）を踏まえて第 2 次大学院教育振興施策要綱が策定され，大学院とりわ
け博士課程の充実や質向上を図る施策が実施された。 
しかし，ポストドクター問題の深刻化もあり，文部科学省は 2009 年 6 月の通知「国立大学
法人等の組織及び業務全般の見直しについて」の中で，国立大学に対して博士課程の入学定員
を見直すよう求めている。中教審も答申「グローバル化時代の大学院教育」（2011 年）の中で，
入学定員の見直しを求めた。実際，2010 年度から 4 年間にわたって，国立大学博士課程の入
学定員総計は減少した。その後は必ずしも入学定員が減少しているわけではないが，博士課程





をとらえるために入学者数の推移をみると，図 3-1・図 3-2 の通りである。修士課程（本章で






3-4 に，博士課程については図 3-5 に示す。比較対象のために学士課程への進学率（大学入学
者数÷18 歳人口×100）も示している（図 3-3）。 
 





















図 3-2 博士課程入学者数の推移（1955～2017 年） 
 
 
図 3-3 学士課程進学率の推移（1955～2016 年） 
 
 















































































































男 女 計 男 女 計
人文 1,737 2,754 4,491 6.5 4.8 5.4
社会 7,130 4,042 11,172 6.0 5.9 6.0
理学 5,236 1,510 6,746 39.8 29.8 37.0
工学 27,768 3,820 31,588 36.9 31.1 36.1
農学 2,553 1,545 4,098 26.5 19.5 23.3
保健 2,522 2,930 5,452 11.6 7.8 9.2
家政 62 329 391 4.3 2.1 2.3
教育 2,720 2,390 5,110 15.1 8.7 11.2
芸術 634 1,388 2,022 14.9 12.3 13.0
その他 5,911 3,319 9,230 34.0 17.9 25.7












































図 3-8 には修士卒無業者率を示している。まず男子は，1977 年以降 90 年に至るまで低下傾
向にあった。修士卒男子の無業者率は 91 年以降上昇しているものの，学部卒男子の無業者率
より低い。ところが女子の修士卒無業者率は極めて高い値を示しており，図 3-8 に示した全期








図 3-8 卒業後無業者率（1970～2016 年） 
 
 
 そこで図 3-8 には学部（学士課程）卒無業者率も示している。学部卒無業者率は，70 年代か

































表 3-2 修士課程進学率の重回帰分析（1977～2016 年） 
  
















 図 3-9 には，無業者率とは裏腹の関係にある修士課程修了者の就職者について，対前年比増
全体 男子 女子
Ｂ β ｔ値 Ｂ β ｔ値 Ｂ β ｔ値
定数 -17.043 -6.492 *** -19.763 -6.455 *** -9.079 -2.267 **
修士課程定員比率 1.228 1.109 20.941 *** 1.449 1.009 27.601 *** 0.766 0.893 26.619 ***
実質可処分所得 0.295 0.204 6.374 *** 0.321 0.171 5.945 *** 0.225 0.201 4.539 ***
修士卒無業率 -0.346 -0.305 -3.978 *** -0.273 -0.165 -3.145 *** -0.295 -0.237 -4.650 ***
学部卒無業率 0.174 0.260 6.333 *** 0.146 0.186 5.364 *** 0.163 0.277 7.440 ***











図 3-9 修士卒就職者増加率の分解（1970～2017 年） 
 
注：男子寄与度＝男子就職者増加率×(前年男子就職者数／前年就職者数男女計) 
































表 3-3 性別・分野別無業者率（修士課程修了後，2016 年） 
 











第 3 節 博士課程への進学 
 
１．修士課程修了後の直接進学率の検討 
 博士課程について，第 2 節では博士課程入学者数を修士課程修了者数で除した値を博士課程
進学率として示した（図 3-5）。しかし，博士課程入学者は社会人の比率が高いこと（学校基本




男 女 計 男 女 計
人文 1,661 2,804 4,465 22.5 29.8 27.1
社会 4,102 2,891 6,993 20.3 33.2 25.6
理学 4,712 1,330 6,042 6.6 7.5 6.8
工学 27,583 3,503 31,086 3.3 8.1 3.8
農学 2,512 1,392 3,904 7.1 10.5 8.3
保健 2,284 2,567 4,851 5.7 9.2 7.5
家政 75 324 399 8.0 19.8 17.5
教育 2,038 2,205 4,243 18.9 22.9 21.0
芸術 596 1,213 1,809 36.4 41.0 39.5
その他 4,442 2,763 7,205 9.2 22.7 14.4




















表 3-3 博士課程進学率（修士課程修了後直接進学率）の回帰分析（1977～2016 年） 
 


















Ｂ β ｔ値 Ｂ β ｔ値 Ｂ β ｔ値
定数 -34.263 -8.375 *** -26.377 -6.616 *** -41.837 -11.370 **
博士課程定員比率 0.147 0.694 4.225 *** 0.108 0.503 3.020 *** 0.170 0.742 8.786 ***
実質可処分所得 0.583 0.538 8.688 *** 0.474 0.433 6.904 *** 0.838 0.715 13.297 ***
大学教員就職確率 0.285 0.587 3.393 *** 0.310 0.696 4.099 *** -0.010 -0.011 -0.166
修士卒無業率 0.524 0.467 6.339 *** 0.592 0.430 7.142 *** 0.250 0.229 3.490 ***






































































年 全体 男 女 全体 男 女
2003 1.04 1.46 0.60 3,952 2,806 1,146
2004 1.04 1.45 0.62 4,392 3,111 1,281
2005 1.06 1.48 0.62 4,709 3,389 1,320
2006 1.05 1.46 0.62 5,257 3,717 1,540
2007 1.04 1.43 0.65 5,417 3,874 1,543
2008 1.01 1.38 0.63 5,552 3,960 1,592
2009 1.01 1.35 0.66 5,314 3,617 1,697
2010 1.07 1.45 0.69 5,384 3,642 1,742
2011 1.05 1.42 0.66 5,462 3,767 1,695
2012 1.06 1.44 0.67 5,790 3,978 1,812
2013 1.08 1.47 0.68 5,646 3,932 1,714
2014 1.10 1.49 0.69 5,810 3,994 1,816
2015 1.11 1.50 0.69 5,872 3,928 1,944
2016 1.09 1.49 0.68 6,203 4,245 1,958
78 
 












は，戦後 3 度にわたって訪れた大量採用期（1950 年代初頭までの時期，1970 年代から 80 年
代にかけて 1985 年を中心とする時期，2004 年以降の現在に至る時期）とその反動により，
教員数が非常に多い年齢層と少ない年齢層がみられる（山崎 1998，2014）。また，高校以下の






















































































































第 4 章 大学教員の教育・研究資源における格差 
 


































同利用機関を含む）19.2％，企業等 72.3％，非営利団体・公的機関 8.5％である。1990 年度は，
大学等 17.6％，企業等 70.9％，研究機関（2015 年度の非営利団体・公的機関にほぼ相当）11.6％
であったので，この 25 年間に大学等の比率は僅かに上昇していることになる。しかし，より




 なお，「科学技術研究調査」より自然科学領域に限って 2015 年度の研究者 1 人当り研究費（人
件費を除く）を算出すると，大学等が 458 万円であるのに対して，企業等は 1712 万円である。
大学等の研究者数には大学院博士課程在籍者や医局員等も含まれている点に注意が必要であ








から，1997 年度と 2015 年度を比較する。科研費全体の予算額は，1997 年度が 1122 億円，2015
年度が 2273 億円であるので，この 18 年間に 2.03 倍に増加したことになる。 
これを大学単位でみるとどうだろうか。1997 年度には，四年制大学に配分された科研費 727
億円のうち 54.4％を上位 10 校が獲得していた。2015 年度には，四年制大学に配分された 1815
億円のうち上位 10 校が獲得したのは 48.5％である。しかし，この間，大学は 586 校から 779
校へと大幅に増加している。このことを踏まえ，上位 10 校ではなく，上位 10％の大学の科研





5 位までの順位は 1997 年度と 2015 年度で同じあり，6 位以降に変化がみられる。また 1997
年度は上位 10 校はいずれも国立大学であったが，2015 年度には 1997 年度に 11 位であった慶

















 また，1997 年度には，科研費獲得額が全学で 100 万円台（獲得件数は 1 件）という，科研
費に縁遠い国立大学がみられた。この大学を含めて 8 校が獲得額 3000 万円未満であったが，
2015年度には，最下位の大学でも 3900万円余を獲得している。それだけ科研費が広く浸透し，
少なくとも国立大学では，全ての大学が科研費獲得競争に巻き込まれていることになる。  























仮に，研究代表者としての新規申請件数が 1 人 1 件までであるとして，大学教員数を母数とし
て計算すると，1997 年度には前年度の大学教員の 61%が申請していたのに対し，2015 年度は
59%と，上昇してはいない 3)。各大学とも科研費への申請を奨励しているのだが，この比率で







術要覧』により，1995 年度以降について，その全体を把握することができる。1995 年度の 1248
億円から急速に増加し，2005 年度には 4672 億円に達した。その後の伸びは小さく，減少した
年度もあるため，2016 年度は 4120 億円となっている。他方，総務省「科学技術研究調査」に
よれば，大学の研究費全体（人件費を除く）は，1995 年度には 1 兆 614 億円であったが，2015









基盤的研究資金の推計を試みた。1995 年度以降 5 年毎に推計した結果を表 4-1 に示している。 
 
表 4-1 大学等の研究者に対する競争的研究資金と基盤的研究資金 
   
1995年度 2000年度 2005年度 2010年度 2015年度
研究費全体 10,614 11,029 12,157 12,122 13,259
競争的研究資金 1,947 4,062 6,677 7,556 8,023
基盤的研究資金 8,667 6,967 5,480 4,566 5,236
比率 競争的研究資金比率 18% 37% 55% 62% 61%
研究費全体 450 426 469 430 456
競争的研究資金 83 157 258 268 276
基盤的研究資金 368 269 212 162 180









の受託研究費等を加えた額である。1995 年度には 18 対 89 であった競争的研究資金と基盤的 
研究資金の構成比が，2005 年度には 55 対 45 と大きく変化していることが分かる。その後政
府からの競争的研究資金が伸び悩んだが，2015 年度の競争的研究資金全体と基盤的研究資金
の構成比は 61 対 39 である 4)。 
競争的研究資金と基盤的研究資金を研究本務者 1 人当りでみると，1995 年度には 83 万円対
368 万円であったものが，2015 年度には 276 万円対 180 万円となっている。すなわち，この












教員に対する大規模な質問紙調査にもとづいて，2001 年度と 2004 年度の各分野の大学教員の
研究費の比較分析を行なっているが，この 3 年間においても，教員個人が獲得している研究費
にはかなりの変動がみられる。 
 表 4-2 は，1992 年と 2007 年に実施された「大学教授職国際調査」日本版 5)から，大くくり
にした専攻分野別に，過去 3 年間に交付された研究費が多い教員と少ない教員が大学の設置形
態別にどのように分布しているかを調査年別にみたものである。研究費の多少の区分は，調査
の回答結果（過去 3 年間に交付された研究費）にもとづき，人文・社会科学では 65 万円未満
を「少」，65 万円以上 325 万円未満を「中」，325 万円以上を「多」とした。理工農学と医歯


















 「大学教授職国際調査」では「過去 3 年間に交付された研究費」について，65 万円未満，
65 万円以上 325 万円未満，325 万円以上 650 万円未満，650 万円以上 1300 万円未満，1300
万円以上 3250万円未満，3250 万円以上 6500万円未満，6500万円以上の 7段階で尋ねている。
そこで，それぞれの階級の中央値（ただし，65 万円未満は 65 万円，6500 万円以上は 9750 万
円）を与え，対数変換して従属変数とした。 




 分野別に推計した結果は表 4-3 の通りである。まず，人文・社会科学では，このモデルによ
って説明できる部分は少ないが，1992 年には有意ではなかった論文数すなわち業績的要因が






N 少 中 多 Cramer's V
国立 94 34% 41% 24%
私立 143 49% 36% 15%
国立 116 16% 47% 37%
私立 73 23% 47% 30%
国立 383 45% 33% 21%
私立 263 57% 34% 8%
国立 277 20% 39% 42%
私立 137 47% 33% 20%
国立 122 42% 39% 20%
私立 65 48% 37% 15%
国立 106 20% 44% 36%



























学では，2007 年の国立ダミー変数が有意ではないものの，同変数の影響力は 1992 年よりも強
まっており，職階要因がなお有意であることを別にすれば，理工農学と似たような変化を示し
ている。 










の教員を比較すると，1992 年よりも 2007 年の方が，発表論文数が少なくなっている。理工農
学については，イレギュラーな部分が若干みられるものの，1992 年も 2007 年も研究費が多い
ほど論文数も多くなっており，過去 3 年間の研究費が同程度であれば発表した論文数も同程度
になっている。ただし，1300 万円以上という高額な研究費が交付されている層で論文数が僅
かに減少している。他方，医歯薬学においては，研究費 65 万円から 3000 万円という広い範囲
で，1997 年よりも 2007 年の論文数がかなり少ない傾向が認められる。 
すなわち，どの分野も交付された研究費が多いほど論文数が多いという傾向はあるものの，








1992年 2007年 1992年 2007年 1992年 2007年
国立ダミー 0.238 ♰ 0.114 0.144 0.541 ** 0.183 0.353
教授ダミー 0.180 0.103 0.337 ** 0.199 0.521 ** 0.417 ♰
論文数 0.015 0.049 * 0.049 ** 0.035 ** 0.021 ** 0.021 *
調整済決定係数 0.023 0.020 0.190 0.175 0.159 0.091
N 232 167 635 344 183 115
注：lnY＝aX１＋ｂX2＋ｃX３＋d型の重回帰分析。表中では定数項（d）は省略。

















































































































































































的資金および競争的資金の 2 乗項を説明変数として，論文数の重回帰分析を試みた。 
同調査では，基盤的経費に相当する研究費を「個人研究費」，競争的資金に相当する研究費
を「競争的外部資金」として，それぞれ 10 件法での回答を求めている（個人研究費は，10 万
円未満，10～20 万円，20～30 万円，30～40 万円，40～50 万円，50～60 万円，60～70 万円，
70 万円以上。競争的外部資金は，0 円，100 万円未満，100～250 万円，250～500 万円，500
～750 万円，750～1,000 万円，1,000～2000 万円，2,000 万円以上）。それぞれの階級を中央
値（個人研究費の 10 万円未満は 5 万円，70 万円以上は 75 万円，競争的外部資金の 100 万円
未満は 50 万円，2,000 万円以上は 2,500 万円）で代表させた。論文数は過去 3 年間の学術論文
数であり，査読付き論文に限定して回答を求めているので，生産性の量的側面だけでなく質的
側面も含んでいるということができる。調査に対する回答の 0 篇を論文 0 篇，1～5 篇を 3 篇，
6～10 篇を 8 篇，11～15 篇を 13 篇，16～20 篇を 18 篇，21～30 篇を 25 篇，31～40 篇を 35
篇，41 篇以上を 45 篇に変換して分析に用いた。 
重回帰分析の結果は表 4-4 に示す。理系の場合は，いずれの変数も有意である。競争的資金











B β t 値
文科系 定数 2.161247 8.838 **
個人研究費 0.020888 0.099 3.359 **
競争的資金 0.003312 0.193 3.006 **
競争的資金二乗 0.000001 0.081 1.257
自由度調整済R2＝0.080
理科系 定数 5.287765 13.303 **
個人研究費 0.026548 0.072 3.193 **
競争的資金 0.014368 0.951 12.478 **






れた研究費別に，1992 年と 2007 年の「大学教授職国際調査」から得られる「仕事全般の満足
度」の平均値を示している。両年の「大学教授職国際調査」では「仕事全般の満足度」につい
て，「大変満足」を 1，「どちらでもない」を 3，「大変不満足」を 5，それぞれの中間を 2 およ
び 4 とする 5 件法で調査しているが，平均値の算出にあたって，「大変満足」を 5，「大変不満
足」を 1，中間を 4 および 2 に変換し，「どちらでもない」の 3 を基準として図示した。 
 
図 4-3 研究費と仕事の満足度 
 
 

















































の下で進める大学教員にとって，1 日 24 時間をどのように配分するかは，仕事のやりがいや成
果を左右する重要な要因と考えられる。 












の専門的活動）の 5 つである。表 4-5 より次のことが分かる。 
まず，仕事時間の全体（計）をみると，大学教員は比較的長時間働いていることが分かる 6)。
総務省「社会生活基本調査」（2006 年）によれば，30～50 歳代有業男性（大卒・大学院卒）





表 4-5 大学教員の仕事時間平均値の変化（全分野） 
 
 
多い職業だといってよい」（江原 2010, p.53）。 


























教育 研究 社会サービス 管理運営 その他 計
学期中 1992年 19.7 21.7 3.3 6.0 2.8 53.5
2007年 20.5 16.7 4.0 7.6 3.1 52.0
差 0.8 -4.9 *** 0.7 *** 1.7 *** 0.3 * -1.5 **
休業中 1992年 8.0 32.4 3.8 4.0 3.6 51.9
2007年 8.8 27.7 4.3 6.2 3.9 50.9




表 4-6 大学教員の仕事時間平均値の変化（属性別） 
 
 

















 表 4-7 は，過去 3 年間の論文数に 1 を加えて対数変換したものを従属変数，これまでに検
単位：時間
教育 研究 社会サービス 管理運営 その他 計
1992年 男 19.2 22.0 3.4 6.1 2.9 49.6
女 26.2 17.4 2.1 4.8 1.7 45.7
差 -6.9 *** 4.5 *** 1.3 ** 1.3 ** 1.2 *** 3.9
2007年 男 19.5 17.3 4.1 7.7 3.1 52.5
女 27.2 12.8 3.4 6.8 3.0 66.3
差 -7.6 *** 4.5 *** 0.8 0.9 0.1 -13.8
1992年 国立 16.2 24.0 3.6 6.6 3.2 50.8
私立 23.0 19.4 3.1 5.4 2.4 47.9
差 -6.8 *** 4.7 *** 0.6 *** 1.2 * 0.8 *** 3.0
2007年 国立 16.9 18.6 4.5 7.9 3.5 51.7
私立 26.2 13.8 3.3 7.1 2.4 58.0
差 -9.3 *** 4.8 *** 1.2 *** 0.9 * 1.1 *** -6.3 **
1992年 研究大学 14.6 24.5 3.6 7.3 3.8 48.8
一般大学 21.2 20.8 3.3 5.6 2.5 49.4
差 -6.7 *** 3.7 *** 0.3 1.8 * 1.3 *** -0.6
2007年 研究大学 16.0 21.0 4.9 7.7 4.1 51.0
一般大学 21.9 15.4 3.8 7.6 2.8 55.2












表 4-7 研究生産性の規定要因 
  
 






断すると，その効果は 1992 年よりも弱まっている。 
1992 年と 2007 年の双方において研究生産性に及ぼす影響が大きいのは研究費である。仕
従属変数：論文数 1992年 2007年
　　　　　　　(対数) B β t 値 B β t 値
女性 0.179 0.033 1.009 -0.268 -0.075 -1.715 *
年齢 0.004 0.044 1.333 -0.003 -0.028 -0.664
研究大学 0.410 0.221 5.937 *** -0.069 -0.034 -0.595
国立大学 0.279 0.158 4.344 *** 0.188 0.094 2.106 **
研究費 0.182 0.259 7.141 *** 0.232 0.344 5.717 ***
教育活動時間 -0.016 -0.012 -0.347 -0.084 -0.056 -1.211
研究活動時間 0.184 0.120 3.547 *** 0.139 0.099 2.125 **
管理運営時間 0.035 0.029 0.836 -0.064 -0.048 -1.085
理系ダミー 0.162 0.082 2.324 ** 0.524 0.252 5.467 ***
自由度調整済R２ 0.278 　N＝707 0.314 　N＝415
女性 -0.020 -0.003 -0.100 -0.293 -0.083 -1.714 *
年齢 0.006 0.060 1.711 * -0.003 -0.032 -0.680
研究大学 0.435 0.233 5.891 *** -0.014 -0.007 -0.110
国立大学 0.281 0.159 4.148 *** 0.222 0.112 2.337 **
研究費 0.184 0.257 6.521 *** 0.234 0.342 5.228 ***
全教育活動時間 -0.030 -0.026 -0.728 0.012 0.009 0.191
全研究活動時間 0.191 0.101 2.832 *** 0.113 0.065 1.369
全管理運営時間 0.026 0.037 1.009 -0.008 -0.009 -0.196
理系ダミー 0.179 0.090 2.387 ** 0.525 0.260 5.125 ***





























































とが意味するのは，担当授業コマ数が増えると，授業 1 コマ（1.5 時間）当りの準備時間は減
少するということである（図 4-5）。授業１コマ当りの準備時間は，週に 1 コマしか担当してい
ない場合は 8 時間を超えるが，コマ数が増えるにしたがって 1 コマ当り準備時間は短くなる。





図 4-4 担当コマ数別教育活動時間内訳     図 4-5 授業 1 コマ当り準備時間 








































表 4-8 授業 1 コマ当り準備時間の重回帰分析 
 
 
 表 4-8 は，授業 1 コマ当り準備時間を従属変数，教育段階別・授業方法別の担当コマ数を独
立変数とした重回帰分析の結果である。表中，枠内の値は，それぞれ該当する各授業コマ数の
非標準化回帰係数であり，たとえば，一般教育の行，講義の列の－0.29 は，教員が一般教育の




によれば，授業 1 コマ当りの準備時間は，基本的に約 3 時間 41 分（＝3.69 時間）であり，大
学院の実験・実習が有意でないことを除けば，どの種類の授業についても，担当コマ数が１コ













一般教育科目 -0.29 ** -0.32 ** -0.22 **
専門科目 -0.29 ** -0.31 ** -0.22 ** -0.12 **
大学院 -0.41 ** -0.42 ** -0.17
切片 3.69 ** 自由度調整済R２＝ 0.15
注: **1％有意，表3-11も同様。
講義  ゼミ・演習 実験･実習 個別指導
一般教育科目 -0.08 -0.27 0.38
専門科目 -0.09 -0.09 -0.07 -0.59 ** -0.01
大学院 -0.92 ** -1.03 ** 0.35
切片 11.04 ** 自由度調整済R２＝ 0.03





負である。すなわち，大学院の授業が 1 コマ増えると，全体としての授業準備時間が約 1 時間
減少する。個別指導も同じような効果を有しており，個別指導が 1 コマ分増えると，全体とし





















































































































































































































第 2 節 結果の考察と政策的含意 
前節では本研究の分析結果を要約した。本論文の末尾となる本節では，分析結果の政策的含
























































形成している「急勾配のピラミッド（steep pyramid）」を挙げている（Trow 1984, p.133）。 
2) 一部の国立大学では 1985 年から臨時的定員が導入されていたが，その規模は 102 名であっ
た。これに対して 1986 年の臨時的定員は，国立大学 4,920 名，私立大学 11,855 名，計 16,755
名に上っている。 
3）支援枠①の大学からは運営費交付金の 0.8％分，②の大学からは 1.0％分，③の大学からは
1.6％分を拠出させ，計約 100 億円が再配分の財源とされている。 
4）「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」は，2002 年以降，2008 年と 2013
年に実施されている。なお，この調査の先行調査として，1992 年の総務庁統計局による調






2）表 1-1 に示す費用は学生 1 人当りについて 4 年間で発生するものである。国立大学と私立
大学のそれぞれについて，表 1-1 の値に学生数（学部学生＋大学院学生）を乗じ，4 で除し
て我が国全体での 1 年分の大学教育直接費用を推計したのが付表 1 である（公立大学につい
ては公立大学協会『公立大学実態調査表』掲載の大学財源調(2014 年度決算)より未回答 2 校
分を補正して算出）。家計負担の合計額 2 兆 7486 億円は，本節でも検討する大学教育無償化
のために必要な金額の推計値に相当する。 












国立 3,631 7,486 11,117
公立 881 1,846 2,727
私立 22,974 3,420 26,394














両者の関係を 2 次式（y＝0.000000002 x2＋0.255173209 x＋253.7 単位：万円）で推定し，
同じく各学歴・年齢別の所得を式に代入して各年齢別の消費支出額を推計した。その上で消
費税率を用いて消費税相当額を算出した。2014 年度からの消費税率は 8％であるから，消費























い私立大学を 1 とした場合の，医歯学部を有する私立大学 1 校当りの消費支出は，2000 年
には 3.75 倍であったが，2015 年には 4.43 倍となっている。ただし，学生 1 人当り教育研
究費（付図 2；資金収支計算書より算出）は，私立大学全体では 2009～2010 年を除いて今
世紀においても上昇しており，医歯学部が無い私立大学を 1 とする倍率でみても，医歯学部
を有する私立大学の学生 1 人当り教育研究費は，2000 年の 1.95 倍から 2015 年の 1.96 倍へ
と，類型間の差は拡大していない。医歯学部の有無に関わらず私立大学は，大幅な支出増加
が見込めない中，人件費等の支出を抑制しつつ教育研究に注力しているといえよう。  
   付図 1 私立大学 1 校当り消費支出   付図 2 私立大学学生 1 人当り教育研究費 

































































なった。本稿のモデルではこれらのデータを 1 年ラグで用いているので，2002 年以降につ
いて，この両県を分析に含んでいない。 
4) パス係数は，統計解析ソフトウェア Amos18.0 を用いて最尤法により推計した。次項の大学
進学率のパス解析においても同様である。 






6) 2014 年度決算額が『公立大学実態調査表』に掲載されていない 2 校については，同年度予
算額で代替した。 
7) 2015 年度について「学校基本調査」から集計すると，各県の国立大学入学者に占める自県
出身者の比率が 50％以上であるのは 6 県に過ぎないが，私立大学入学者に占める自県出身










10）私立大学専任教員 1 人当り学生数（学部＋大学院）は 1965 年の 29.1 が 2015 年には 19.7

















いるブロックを本論文では「首都圏」と表記する。なお，表 2-11 に示した 2030 年度の 18
歳人口全国計が表 2-5に示した値よりも 8千人ほど少ないが,これは表 2-5の推計のための基





の引き下げであり，前者は 2016 年度と 2017 年度の経過措置を経て 2018 年度において，後
者は 2017 年度と 2018 年度の経過措置を経て 2019 年度から，従来よりも引き下げられた基
準が適用される。 
 
第 3 章 





















第 4 章 
1）日本学術振興会「科研費データ」（https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/27_kdata/index. 
html） 






4）なお，広島大学高等教育研究開発センターが 2016 年 12 月～2017 年 2 月に実施した「大学
への資源配分と教育研究活動に関する教員調査」データからの教員 1 人当り研究費を算出す
ると付表 1のような値が得られる（調査対象は助教以上の国公私立大学の学教員 14,000人，





が少なくなっている点は，付表 2 でも変わりはない。なお，2015 年度の国立大学法人の損
益計算書に示された「研究経費」の合計値を大学教員数で除して教員 1 人当りの値を求める
と 425 万円となる。この値も機関単位のデータから求めているので，付表 2 の値よりも大き
い。 















Survey on Academic Profession）の日本版として，1992 年 3～5 月に郵送法により実施し
た（主査：有本章）。四年制大学を「研究大学」と研究大学以外の「一般大学」に分けてそ
れぞれ 4 校と 15 校を定め，各校に勤務する教員から無作為抽出された大学教員 4,000 人に
調査票を配布。回答者数は 1,889 人（回収率 47.2％）。なお，「研究大学」と「一般大学」の
区分は天野（1984）によっている。全ての学部の上に博士課程が設置され，学部学生に対す
る大学院学生の比率が高い大学が研究大学，それ以外が一般大学である。  
  2007 年： 1992 年「大学教授職国際調査」日本版と同じ 19 大学に所属する大学教員 4,498
























11）年間の全仕事時間は，学期中の週当り仕事時間を 30 倍し，休業中のそれを 20 倍して合
算することによって推計した。平均的には年間 30 週間にわたって授業が行われることを踏







より，無作為に抽出された国公私立大学教員 16,991 名を対象として 2010 年 2 月に実施さ
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